
令和７年度 第２回磐田市多文化共生社会推進協議会 摘録 

日  時 令和８年１月１9 日（月）午後２時 00 分～午後４時 00 分 

場  所 磐田市役所 西庁舎３階 30４-30５会議室 

出席委員 
佐伯会長、藤原委員、茂田委員、平野委員、松下委員、相川委員、 

榛葉委員、鈴木佐委員、田中委員、ホァ委員 

事 務 局 自治デザイン課長、ダイバーシティ推進室長、担当職員１名 

オブザーバー 多文化交流センター「こんにちは！」 センター長 1 名 

 

［会議内容］ 

１  開会 

２  会長あいさつ 

３  報告事項 

⑴ 第 1 回協議会の振り返り                                資料 1 

⑵ 磐田市日本語教室の実施状況報告                       資料 2 

⑶ 外国籍のこどもに関する関係課連携に向けた打合せ報告      資料 3 

⑷ 令和７年度地域向けやさしい日本語研修の報告              資料 4 

⑸ その他の事業報告                                      資料 5 

４  協議事項 

⑴ 第５次多文化共生推進プランに向けた意見交換について      資料６ 

５  閉会 

 

  



[会議概要摘録] 

１  報告事項における主な意見 

⑴ 第 1 回協議会の振り返り 

   特になし。 

⑵ 磐田市日本語教室の実施状況報告 

  ・企業のニーズは、育成就労制度に必要な日本語能力の具体的な資格取得である。 

  ・市が実施している「生活者向け」の日本語教室とは、ニーズが異なると思われる。 

  ・在留資格によりニーズが異なることに加え、制度改正や関係団体も含めた既存事業も

含め、大きな枠組みで検討をするべきである。 

   

⑶ 外国籍のこどもに関する関係課連携に向けた打合せ報告 

  ・関係課同士の連携から、さらに学校や園の現場まで降りていくような取組になるといい。 

  ・ブラジル人学校や夜間中学校などとも連携を図るべきである。 

⑷ 令和７年度地域向けやさしい日本語研修の報告 

  ・自治会役員等の強制参加の形式より、興味がある人を対象として、普及するべきである。 

  ・日常的な通訳は、AI や新しいツールなど、テクノロジーを活用するべきである。 

⑸ その他の事業報告 

  ・外国人の自立を促すような外国人情報窓口の運営を目指す。 

  ・外国人への情報発信は、依然として Facebook が有効な手段である。 

  ・多文化交流センターでは、様々な体験活動や外部講師との交流を行い、利用するこども

たちに自信をつけてもらえることを目指していく。 

２  協議事項における主な意見 

 ⑴ 第５次多文化共生推進プランに向けた意見交換について（キックオフ協議） 

   ・第５次プランの期間は、育成就労制度など激変する５年間になることが見込まれる。さら

にその先のためにもこの５年間で様々な準備をするべきである。 

   ・人材的にも言語的にも、学校現場で理想通りの支援をすることは難しいが、外国人児

童生徒の自己肯定感をあげられるようにしなければならない。 

   ・親の仕事の安定や日本の教育制度の理解など、親世代へのアプローチが大切である。 

   ・教育に充てる予算を増やしたり、人材確保や働き方改革を推進したりして、教育現場を

充実させるべきである。 

   ・協働や地域活動など抽象的な言葉ではなく、やさしい日本語や日常生活で使う言葉で

プランの内容を表現するべきである。 

   ・行政の指示があれば、自治会も協力できることがあるはずである。 

  


